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1.　阪神・淡路大震災と防災士制度

1995 年 1 月 17 日の阪神・淡路大震災から 31
年が経過した。

阪神・淡路大震災の死者・行方不明者は 6,437
人（うち災害関連死は約 900 人）。亡くなった方

（直接死）の死因の多くは，建物の倒壊や家具な
どの転倒による圧死・窒息死であり，亡くなった
90％以上の方の死亡推定時刻が地震発生後 14 分
以内であったことから，ほとんどの方が即死状態
だったとされている。

また，震災による負傷者は約 43,800 人に上
り，その多くは家具などの転倒，家屋の倒壊，落
下物などによるものだった。

要救助者（生き埋めや閉じ込められた人など）
で助かった方のほとんどは，自力で抜け出たり，
家族や隣人，友人などによって救助されていた。

救出人数は，発災初日の 1 月 17 日から 3 日目
の 19 日にかけて非常に多かったが，生存率は，
初日こそ約 75% と高かったものの，2 日目以降
は急激に下がっていった。

阪神・淡路大震災の教訓としては，大規模災害
の発災時には，行政が全ての被災者を迅速に支援
することが難しく，また，行政自身が被災して機
能がまひするような場合があることが明らかにな

った。
そうしたことから災害から命を守るためには，

自助・共助が不可欠であり，災害時に生き延びて
互いに助け合うには，事前の備えと地域防災力の
向上が重要ということである。

日本防災士機構は，この阪神・淡路大震災の教
訓を背景に，市民による防災への取り組みを推進
し，わが国の防災と危機管理に寄与することを目
的に創設した NPO 法人であり，2003 年から民間
資格の防災士制度「防災士」の認証を開始した。

防災士は「自助・共助・協働」を基本理念に，
家庭や地域，職場の防災力を高める人材を育成す
る仕組みであり，2026 年 1 月末時点，全国で
347,564 人が認証されている。

2.　防災士の基本理念

先に述べたように，防災士は「自助・共助・協
働」を基本理念としている。

〈基本理念〉
①　自助：自分の命は自分で守る。

日頃から備えを行い，防災・減災に関する知識
と技能を習得し，研鑽を深める。
②　共助：地域・職場で助け合い，被害拡大を防ぐ。

初期消火や避難誘導，避難所開設などを地域や
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職場の人たちと協力して担う。
③　協働：市民，企業，自治体，防災機関等が協

力して活動する。
日頃から，企業，自治体，防災機関などと連携

し，互いに顔の見える関係をつくり，「災害に強
いまちづくり」を推進し，大規模災害が発生した
際には，それぞれが協力して救援・支援活動に取
り組む。

3.　防災士資格取得の流れ

防災士の資格を取得するに当たっては，次のよ

うな流れとなる。
①　防災士養成研修講座を受講し修了する（図－
1）。

②　防災士資格取得試験を受験し合格する。
③　救急救命講習を受講し修了する。
④　日本防災士機構へ防災士の認証登録申請を行

う。

4.　防災士認証登録者数

表－ 1に，都道府県ごとの防災士の認証登録者
数（2026 年 1 月末時点）を示す。

表－ 1　都道府県別防災士認証登録者数（2026年 1月末現在）
都道府県 防災士数 都道府県 防災士数 都道府県 防災士数 都道府県 防災士数 都道府県 防災士数
北海道 7,094 埼玉県 11,808 岐阜県 10,914 鳥取県 2,150 佐賀県 1,905
青森県 4,625 千葉県 9,995 静岡県 6,244 島根県 1,744 長崎県 2,650
岩手県 4,357 東京都 28,780 愛知県 14,934 岡山県 6,119 熊本県 6,051
宮城県 9,243 神奈川県 12,137 三重県 3,990 広島県 7,909 大分県 15,102
秋田県 2,117 山梨県 2,319 滋賀県 4,125 山口県 3,340 宮崎県 8,104
山形県 3,060 長野県 5,201 京都府 3,908 徳島県 7,765 鹿児島県 2,695
福島県 5,598 新潟県 7,746 大阪府 14,722 香川県 4,777 沖縄県 2,487
茨城県 7,031 富山県 3,787 兵庫県 11,633 愛媛県 27,864 外国 3
栃木県 5,391 石川県 11,756 奈良県 4,712 高知県 7,453
群馬県 3,502 福井県 4,830 和歌山県 3,540 福岡県 10,347 合計 347,564
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図－ 1　防災士養成研修の履修講目
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5.　防災士に期待される活動

防災士は，平常時は防災意識の啓発や備えを推
進し，地域に防災文化を根付かせ，災害時，災害
発生後は避難誘導や被災者支援を担い，地域の安
全を守る。
⑴　平常時の活動事例
①　地域防災力の向上への貢献
・被害想定やハザードマップ，避難場所，避難経

路の確認
・防災訓練の企画・運営に参加し，住民の参加率

向上に寄与
・地区防災計画の作成や，避難所運営のシミュレ

ーション，マニュアル整備に関わり，地域の災
害への対応力を強化

・高齢者や障がい者などの要配慮者支援の仕組み
づくりに協力

②　防災知識の普及活動
・小中学校や自治会などでの防災講話，ワーク 

ショップの実施（写真－ 1）

・家庭や職場の耐震補強や家具転倒防止，備蓄
品，安否確認方法などの啓発

・ハザードマップやマイ・タイムライン活用の啓
発（写真－ 2）

・企業（企業防災，BCP：事業継続計画）の防災
対策の啓発

・テレビや新聞，ラジオ，インターネットなどに
よる防災啓発

⑵　災害時や災害発生後の活動事例（写真－ 3，
図－ 2）

①　災害時
・初期消火，二次災害の防止
・応急手当，救助活動
・避難誘導や避難行動要支援者の支援
②　災害発生後
・正確な情報収集・伝達に努め，住民の混乱を防ぐ
・災害時要配慮者の支援
・避難所の開設・運営
・被災者支援ボランティア活動
・災害ボランティアセンターの運営支援
・自治体やマスコミとの連携

写真－ 1　小学生に紙芝居で防災を伝える 写真－ 2　マイ・タイムラインの作成研修

写真－ 3　東日本大震災被災地支援
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6.　今後の課題

このように 2003 年に「防災士」資格の認証を
開始して以来，日本防災士機構では資格の普及に
努めてきたところである。今後に向けた課題や展
望について，次の 3 つのカテゴリーに分けて示
し，本稿の結びとする。

⑴　防災士資格者の養成
当面，防災士 50 万人を目指して養成している。
ここ数年は，年度当たり 3 万人以上の方が新た

に資格を取得しており，資格者には行政職員や企
業・団体職員，地域で防災活動をしている方や学
生など，さまざまな職種，立場の方々が含まれ，
多様な担い手として活躍している。

一方で，防災士の養成開始から 20 年以上が経過
しており，今後に向けた防災士活動の継続性確保
の観点から，若年層の資格者を増やしていきたい。

⑵　防災情報や知識のアップデート
防災士教本（毎年度改訂）や防災士ハンドブッ

ク，研修会・シンポジウム，メールマガジンなど
を通じて，防災士資格者に向けた防災情報や知識
のアップデートの強化を図りたい。

⑶　自治体との連携強化と防災士の組織化
自治体との連携を強化し，その地域にいる防災

士の組織化，自主防災組織の活性化を図ることに
より，平常時から，地域の防災士と自治体や他の
団体，地域住民との間に，顔の見える関係づくり
を促進し，地域防災力を高めていきたい。

また，スキルアップの機会が増えることによ
り，事前の備えや在宅避難の備えの啓発，各種計
画づくり（地区防災計画や個別避難計画など），
避難所運営や避難生活の環境改善，災害ボランテ
ィアセンターの運営支援といった自治体や地域の
ニーズに対し，より実務的，組織的に応えられる
防災士に強化していきたい。

防災士

防災士

図－ 2　令和 6年能登半島地震における防災士の取り組み
（左：避難所の運営，右：津波からの避難行動）

出典：内閣府資料（日本防災士機構 全国防災士研修機関会議 特別講演「防災士の活動に期待すること」，2025 年 3 月 7 日）
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